
第４号様式（第１２条関係） 

 

補助事業等実績報告書 

 

年 月 日 

 

（あて先）⾧崎市⾧ 

 

補助事業者           

住 所 長崎市○○町〇番〇号 

氏 名 〇〇水産 

代表取締役  長崎 太郎 

 

（団体の場合は、団体名及び代表者名） 

 

⾧崎市補助金等交付規則第１２条の規定により、次のとおり報告します。 

指 令 年 月 日 年 月 日 指 令 番 号 ⾧崎市指令水産振第〇号 

補 助 年 度 令和 8 年度 補助事業等の名称 漁業経営基盤強化支援事業 

補 助 事 業 等 の 完 了 年 月 日 年  月  日 

補 助 金 等 の 交 付 決 定 金 額 円 

補 助 金 等 の 既 交 付 金 額 円 

補 助 事 業 等 の 経 費 精 算 額 

（ 補 助 対 象 経 費 ） 

総事業費   ●●●円 

（補助対象事業費   ▲▲▲円） 

添 付 書 類 
（1）事業実績書 

（2）収支精算書 

（3）誓約書兼同意書 

 

 

 
提出日 

補助金等交付決定通知書の 

①指令年月日→右上の日付 

②指令番号 →右上の番号 

③交付決定金額→真ん中 

事業実績書の事業実施期間

（完了日）と一致するよう

① ② 

③ 

ほとんどの方は 0 円 

 

事業完了前に概算払いにて事業を行っ

た場合は、その金額を記載する。 

 



第１号様式   

 

事業計画（実績）書 

 

１ 申請者について ※該当する区分の□に✓を記入 

対象者区分  

□ 沿海漁業協同組合 

☑ 沿海漁業協同組合に所属する正組合員 

□ 大中型まき網漁業又は以西底びき網漁業を営む漁業法人 

 

組合等の名称  〇〇〇〇〇〇  □漁協 □組合 □協会 

申請者氏名 

(団体の場合、団体名・代表者名) 

〇〇水産 ・ 長崎 太郎 

 

連絡担当者（団体の場合） 長崎 次郎 

TEL （例）123-4567-8910 

メールアドレス （例）nagasaki_taro@kibankyoka 

 

２ 対象事業について ※分類がわからない場合ご相談ください 

事業対象区分 

□ 漁協及び漁業施設の更新・導入 

☑ 漁業資材の更新・導入 

□ スマート機器の更新・導入 

  

※団体の場合に記入 

※代表者と連絡担当者が異なる場合に記入 

・魚探・高性能ソナー・潮流計 

・操業記録・飼育記録の電子化 

・多機能自動給餌器 

・各種観測機器      等… 

・フィッシュポンプ 

・ホイストクレーン 

・海水冷却装置 

・上架施設        等… 

・養殖いかだ 

・漁具・漁網 

・漁業資材（フロート等） 

・出荷用クリーンボックス 等… 

記載例 



事業の目的及び内容 

申請時と同様 

事業の成果 

申請時の「想定する成果」を参考に実際にどのよ

うな効果があったのか。 

事業実施を踏まえた今後

の経営基盤強化の取組み 

本事業を終えて、今後漁業や養殖業にどのように

取り組んでいきたいか（目標を書く）。 

 

 

規模及び構造 
申請時と同様 

 

事業実施期間 

 

実際の事業期間を記載 

令和 8 年〇月〇日～令和〇年〇月〇日 

 



 

第２号様式 （例） 200 万円（税抜）の場合 

 

収支予算（精算）書 

 

１ 収入内訳                                            

 

経 費 区 分 金額（円） 備考 

市 補 助 金 1,333,000  

自 己 負 担 867,000  

そ  の  他   

合     計 2,200,000  

 

２ 支出内訳 

 

経 費 区 分 金額（円） 備考 

補
助
対
象
経
費 

○○ 1,500,000  

設置費 500,000  

   

   

小 計 2,000,000  

補
助
対
象
外
経
費 

消費税 200,000  

   

   

   

小 計 200,000  

合 計 2,200,000  

（A）:補助対象経費の 3 分の 2 

千円未満切り捨て 

最大 150 万円 

（例の場合） 

2,000,000×2/3＝1,333,333 

千円未満切り捨て→1,333,000

（総事業費）－（A） 

（総事業費） 

（総事業費） 

導入・更新 

する 

機会名・品名 ※注意※ 

設置費は含むことができるが、

撤去費は含まない。 


